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本資料は講義参考資料として作成しております。本資料の複写その他のご活用はご連絡頂ければ幸いです。



本日の内容

1. 国内における空き家・所有者不明地の規模

2. 海外（主に米国）における受け皿組織と課題等

 空き家の受け皿としての公的組織（ランドバンク）

3. 国内での取り組みに向けて
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１．国内の空き家・所有者不明地の規模
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国内の空き家の規模

空き家数は846万戸

（前年より26 万戸（3.2％）増加）

全国平均で13.6％
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（出所）総務省「平成30 年住宅・土地統計調査」2019年4月



空き家率の高い地域

全国平均：13.6％

空き家率が低い都道府県は、埼玉県、
東京都、神奈川県、愛知県などで、10‐
11％前後となっている。
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（出所）総務省「平成30 年住宅・土地統計調査」2019年4月



所有者不明土地の規模

サンプル調査から試算すると、所有者不明率は約2割で、
九州の面積に相当するといわれる。
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出所：国交省資料（所有者不明土地問題研究会）

《潜在的な規模（推計値）》

（参考）日本の不動産規模（価値）

＊各データは、統計年等が異なるため概算値
（一社）土地再生推進協会シンポジウムにおける国交省の発表資料



所有者不明土地の利用の円滑化等に関する
特別措置法（２０１８年６月６日成立）

1. 所有者不明土地を円滑に利用する仕組み
（２０１９年６月１日施行）

1. 公共事業における土地収用手続きの合理化

2. 地域福利増進事業の創設（利用権の設定）

○ 都道府県知事が公益性等を確認、一定期間の公告

○ 市区町村長の意見を聴いた上で、都道府県知事が利
用権（上限10年間）を設定

（所有者が現れ明渡しを求めた場合は期間終了後に原
状回復、異議がない場合は延長可能）

2. 所有者の探索を合理化する仕組み
（２０１８年１１月１５日施行）

3. 所有者不明土地を適切に管理する仕組み
（２０１８年１１月１５日施行）
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（出所）国交省



地域福利増進事業
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（出所）国交省

• 所有者不明土地において公益性の
ある事業は利用が認められる予定
だが、今後、対象事業は法令で規定
される。



（参考）諸外国の空き家率

アメリカ（2017年）：12.7％

ドイツ（2011年）：4.4％

フランス（2016年）：8.3％

イギリス（2016年）：2.5％

韓国（2016年）：6.7％

＊各国の定義等が異なるため、純粋な比較は難しい
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（参考）空き家の火災・放火リスク（米国）
2013年～2015年の間に

年間23,800件（計49,000件強）の空き家（住宅）の火災があり、75名が死亡、
200名が負傷している。被害額は7.8億ドル（約800億円）に上る。

空き家の火災の53％が全焼しており、10％は隣接する建物に延焼している。

10出所：U.S.Fire Administration, ”Vacant Residential Building Fires (2013‐2015)” (2018年1月）

大部分が自動煙警報が設置されていない



２．海外（米国）の動向
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米国の空き地・空き家などの引き受け組織

米国は官民・非営利団体（NPO）など、様々な不動産について、営利・
非営利で土地や不動産の再生や維持管理・保全組織・予算（基金）等
がある。

公的な組織であるランドバンクはその一つの形態。
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米国の空き家、空き不動産関連の受け皿

空き家
空き地

産業跡地 森林等

ランドバンク 政府系基金等 環境NPO

地域別基金等
Community Land

Trust等
指定NPO

民間企業
ファンド等

産業用
ランドバンク

滞納税、一定期間の所有者・管理者不明（空き状態）、移転（売却）、寄付等

受
け
皿
組
織

調査、建物解体撤去、草木・廃棄物処理、主要インフラの整備（水道等）、安全確認

再利用・再開発（売却・賃貸）、保全、緑地化、維持管理等

政府・州からの
各種政策支援
補助金、租税措置
民間からの寄付等

各種
専門家

売却・賃貸
（再利用等）

緑地化
公益利用

保全
維持管理

事業費1000億円
総資産数千億円規模で

遺贈等による土地や山
林を引き受け、保全する
NPOもある



ランドバンク
州政府などが設立する空き家受入れ機関
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米国のランドバンクの機能（概要）

出所：HUD Land Banking Toolkit に追記・修正して作成

• ランドバンクは、市場性のない空き家等を引き取り、権利関係や物理的な修繕を行い、
市場に戻す、または市場の需給調整のため保有等する公的機関。
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機能等 共通項目

対象不動産 滞納税のある不動産(Tax delinquent)

不動産の取得・登録
自治体による移転登記、購入による取得、建物規則やゾーニン
グ法の対象となる不動産の取得

ランドバンクの権限

条例等の適用・訴訟・政府間合意・保険の活用・
不動産開発・不動産の撤去・解体、サービスフィーの徴収、不動
産のリース

不動産の処分
不動産譲渡証書、スタッフによる執行権限の代行、第三者との
販売契約、市場価格（Fair Market Value, ＦＭＶ)以下の譲渡

ランドバンクの収入 譲渡・寄付/レンタル料/サービス収入/不動産売却収入



米国のランドバンクの機能（概要イメージ）

出所：HUD Land Banking Toolkit に追記・修正して作成

ランドバンク

滞納税のある
不動産

90日以上
空き家

建物を維持 建物を解体

現状のまま売却

修繕後、売却

現状維持

短期的な緑地化

土地売却

長期的な緑地化

建物解体

短期

長期

時
間
軸

譲渡、移転、寄付、購入等

• 権利関係の整理
• 建物の保全・修繕等
• 環境汚染対策等
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米国におけるランドバンクの発展
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米国のランドバンクは空き家対策として設立され、発展したが、近年産業・商業施設を主な対象
とするものも設立されている。

出所：Center for Community Progress等の文献をもとに作成

第一世代 第二世代 第三世代

設立時期
1970年代～90年

初期
2000年代 2010年以降 2000年代

主な対象不動産
滞納税・放棄不動

産

滞納税不動産すべ

て

空き家、滞納・投棄

不動産
産業・商業不動産

年間の取得不動産 100～500 100前後～2,000 ～1,000前後 ～数十

保有不動産

（ロット数）
数百ロット 数千ロット 数十～数万ロット 100前後

主な機能

滞納・投棄不動産

の管理が行われ

る。

滞納不動産の権利

等を整理し、再度

市場に売却でき

る。

空き家、滞納・投棄

不動産問題の取

得、維持管理、再

生等

債務整理、調査・

浄化を行い市場性

を付ける

ミシガン州

オハイオ州

ニューヨーク州、ペ

ンシルバニア州、

テネシー州、ミズー

リ州等

対象用途と分類
主に住宅

産業・商業施設

設立された市・州

セントルイス、ク

リーブランド、ルイ

スビル、アトランタ

オハイオ州、ミシガ

ン州、コネティカット

州、ニュ-ヨ-ク州、

オレゴン州等



ランドバンクが発展してきた州

製造業の工場などが多い中西部や東部・南部などが多い

近年、西部（オレゴン州）でも設立されている。
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ランドバンク
対象とする不動産

州法により、対象不動産を定義している。

米国では、滞納税があることが共通事項となっている。
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ミシガン
州

オハイオ
州

ニュー
ヨーク州

ジョージ
ア州

テネシー
州

ミズーリ
州

ペンシ
ルバニ
ア州

ネブラス
カ州

アラバマ
州

ウエスト
バージ
ニア州

MI OH NY GA TN MO PA NE AL WV

法制化時期 2004 2009 2011 2012 2012 2012 2012 2013 2013 2014

対象不動産、目的等 MI OH NY GA TN MO PA NE AL WV

共通

空き家(Vacant) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

放棄された不動産
(Abandoned)

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

荒廃した不動産（Dilapdated) 〇

不動産開発の活性化 〇 〇 〇

法制化及び概要等

滞納税のある不動産(Tax delinquent)

出所：Center for Community Progress等の文献をもとに作成



ランドバンク
不動産の取得等

州の下のCounty（群）単位のランドバンクも多く、行政区外の可否や、代物
弁済が可能かどうかも規定されている。

また情報公開されることが基本となっている。
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不動産の取得及び登録 MI OH NY GA TN MO PA NE AL WV

共通

行政区外の不動産の取得
禁止で
はない

〇 × × × × × ×
禁止で
はない

×

寄付、分割等による登録 〇 制限あり 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

代物弁済（滞納税金の） 〇 〇 × × × × × × × ×

公開登録簿にすべての不動
産を公開しているか

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
滞納税不
動産のみ 〇

不動産所有の期間制限 なし 16年 なし なし なし なし なし なし なし なし

自治体による移転登記、購入による取得、建物規則やゾーニング法の対象となる不動産の
取得

出所：Center for Community Progress等の文献をもとに作成



ランドバンク
組織の権限

ランドバンクの組織としての権限は、各州で相違が多い。
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ランドバンクの権限 MI OH NY GA TN MO PA NE AL WV

共通

地域の連携 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

第三者との契約 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

不動産利用の優先順位づけ × × 地域別 地域別 地域別 地域別 地域別 地域別 × 地域別

税免除の制限 × × × × ×
あり（リー

ス）

あり
（リース5年

以降）
× N.A.

あり
（リース5年

以降）

JVによる不動産開発 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

公的な税の先取特権の解放
又は分離

× ○ × ○ × × ○ ○ × ×

法執行への関与 × ○ × × × × × × × ×

一括権限確認訴訟 ○ × × × ○ ○ ○ × ○ ○

条例等の適用・訴訟・政府間合意・保険の活用・
不動産開発・不動産の撤去・解体、サービスフィーの徴収、不動産のリース

出所：Center for Community Progress等の文献をもとに作成



ランドバンク
取得した土地等の売却や譲渡

取得した不動産を市場よりも低価格で売却する手法が取り入れられて
おり、適切な管理をすることが重視されているともいえる。
（一部に隣地所有者への1ドル売却なども含め）
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不動産の処分 MI OH NY GA TN MO PA NE AL WV

共通

非金銭的な考慮 〇 明示なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

FMV以上の提案の受入れ義
務

× × × × × 〇 × × × ×

全ての譲渡不動産の公開 × 〇 〇 × × × × × × ×

譲渡制限 × × × × ×
5連続区画
以上を1人

に譲渡不可
× × × ×

不動産譲渡証書、スタッフによる執行権限の代行、第三者との販売契約、市場価格（ＦＭ
Ｖ）以下の譲渡

出所：Center for Community Progress等の文献をもとに作成



ランドバンク
財政・財務

ランドバンクの収入は、取得した不動産の譲渡益やレンタル料などで
あるが、一定の公的資金が投入され、収支が安定している地域も多い
模様。
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財政 MI OH NY GA TN MO PA NE AL WV

共通

借入 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

債券の発行 ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ × ×

投資 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

債務支払いによる保険金 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○

ランドバンクで取得した不動
産の滞納税分の取戻し

50％/5年 × 50％/5年 75%/5年 ×
100%から
諸費用控
除/3年

50％/5年 ○ × 50％/5年

譲渡・寄付/レンタル料/サービス収入/不動産売却収入

出所：Center for Community Progress等の文献をもとに作成



（成功例）ミシガン州：ジェネシー郡ランドバンク
Genesee郡ランドバンク機関（The Genesee County Land Bank Authority, GCLBA）

2003年にミシガン州のジェネシー郡ランドバンク
は、空き家や管理者不在の老朽建物の撤去を通
じて地域の住宅市場の安定化を推進。

全米にランドバンクが広がる契機を作った。

取得後販売した空き家等は26,000に上る。このう
ち95％は住宅であるが、商業不動産も約500カ所
程度ある。
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設立年 2004年

保有付する不動産数 13,120戸(2015年時点)

空き家管理実績 26,000戸以上

年間解体数 1115戸（2015年）

年間売却数 943戸（2015年）

収入 10－20億円

経営委員会 7名

市民アドバイザリー委員会 18名



（参考）ランドバンクの専門スタッフ
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計画＆
近隣活性化 財務 不動産管理 販売

解体＆デー
タベース管理 受付管理

様々な専門分野の専門家
が協業する組織（ベースは
不動産/建設コンサル会社
に近い？）



（参考）各地のランドバンクの専門スタッフ数
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専門スタッフ
の人数

登録
不動産数

スタッフ
一人当たり
不動産数

• 各地のランドバンクの規模によって、一人当たりが管理する不動産数は
大きく異なる。



（参考）空き家引き受けの費用

抵当権が行使されると数か月～1年以
内には空き家になる（米国）

空き家の整備や維持管理には一定の
費用がかかる
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ゴミの撤去
清掃

庭の維持管理
その他

インフラ（電気水道等）

修復
緊急対応コスト

インフラ（電気水道等）

性能調査、登録等

必要な費用（担保権行使時期）

必要な費用（権利譲渡後）

出所：GAO“Vacant Properties Growing Number Increases Communities’ Costs and Challenges”(2011)



（参考）東部フィラデルフィア市
のランドバンクの登録データ（例）

一定規模以上あるラン
ドバンクは電子管理（地
理情報システム、GIS、
Geographic Information
Systems)が基本となって
いる。

28http://www.philadelphialandbank.org/



ランドバンクのメリットと課題

空き家・空き地等が適切に管理される

犯罪・火災などリスクを軽減できる

地価の維持

地域の治安や景観の維持

＋

空き地をデータベース化することで排水
管理（雨水管の整備等）やスマートインフラ
の整備につなげるケースもある

都市農園や緑地化など

解体費や整備費がかかる一方、販売や
賃貸による収入は少ない傾向にある

公的資金が必要な場合が多い

解体等の優先順位等の決定が難しい
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メリット 課題


